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会計名

主要施策

Ⅴ計画の推進

3.効率的な行財政運営
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施　 策 総務事務管理事業

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

7,026

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目

7,339

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

33,943

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

市民への情報提供を行っている

国県補助金等

合計

指　標　名

ゆうメール割合

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

円

指標化できない成果

計画値

実績値

対　前　年　比

実績値

単位当たりコスト②

郵送料

コ ス ト

26年度

－

単位 計画値

総務事務事業

ゆうメールと普通料金の差
額

人件費

25年度

単位

単位

件

単位

円

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

単位
活
動
・
結
果
指
標

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

直接事業費

3

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民に対して、各事務事業を通じて行政サービスを行おうとする市職員

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

39,214

26年度

市職員の行う事務事業に関して、一定の共通性や一貫性を図り、また、市全体としての事務の効率化を図るために、総合調
整機能を果たすことによって多様な事務を正確かつ円滑に処理していく。

議会関係事務推進事務、行政文書収受発送配布事務など。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等31,875

24年度

年度

33,408

33,943一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

33,943

備 考
（指標の計算方法、算式等）

対　前　年　比

人

千円

－

6,000,000.00

6.00

25年度24年度

ゆうメールの全体での件数は増加したが普
通料金との差額が大きい「定型外郵便」の
件数が減少した

1,662,333円（メール便料）÷
31,874,812円（合計郵便料）

年度

計画値

実績値

3,700,000.00

6,567,179.00 5,560,867.00

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

－

102.70% －

102.40 －

7,000,000.00

33,000,000.00

26年度

効
率
性

受益者負担

有
効
性

人

千円

合計

172.00

25年度

22,579.00

1,662,333

－

33,408,000.00

0.85

単位当たりコスト①

一般財源等

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,312,101

23,188.00
ゆうメール件数

－

実績値

計画値

実績値

13,000.00

計画値

－

71.69

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

33,000,000.00

計画値

コ ス ト

計画値

153.00

合計

人

指　標　名　等

40,434

必要人員

40,434

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

31,874,812.00

33,943,000.00

－

6.92 5.22

10.00 10.00

－

23,000.00

95.41%

目標値
（目標年度）

年度

－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

年度

－

年度

－

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

信書以外の郵便物を出している部署（広報紙・行事パンフレット等
の発送）に対しメール便を利用するよう協力依頼した。

解決できていない課題

郵便の効率的な出し方について職員に周知することによって郵便料のコ
スト削減に繋がる。（ex。普通郵便からメール便とする等）全庁におい
ての協力を求めるよう検討する。

今年度までに実施した改善内容

413

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　総務課担当部課

総務一般管理事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

－

0.90

39,214

0826
（42）5611

1

作成者氏名

一般財源等

コスト（千円）

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
新谷　洋子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

款

23,500.00

杉安　明彦

チェック

2

国や県と重複のない事務事業である

1

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

一般会計

一般管理費

総務一般事務に要する経費

3

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

×

○

○

○

○

○

○

×

×

○

○

○

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

413 総務部 総務課（総務事務事業）.xls



～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

施　 策 総務事務管理事業
03

5,922

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,575

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

○

○

○

○

合計

○

×

○

○

○

○

○

○

○

○

0

H25年度　(4～12月)　(1～3
月)
・条例　　　23件　　　17件
・規則　　　22件　　　10件
・告示　　　37件　　　19件
・訓令　　　24件　　　19件
　計　　　 106件　　　65件

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 3,098

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

法制執務事務事業

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

総務一般事務に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市民及び職員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

各課が行う事業の内容を正確に表現し、市民に広く事業を行う根拠（条例、規則など）を周知する。

・法改正又は市が行う事業に対応して、適切に条例等の制定及び改廃を行う。
・公告をして市民に周知する。
・公告したものを例規集に編集する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,098

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

0.70

単位当たりコスト①

職員の法制執務能力及び政策形成能力

－

－

計画値

実績値

－

86.67% －

15.89

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

一般財源等合計

134.00

25年度

195.00

3,098

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 3,098 2,052

169.00
条例・規則取り扱い件数

－

実績値

計画値

－

18.33

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

170.00

合計

人

指　標　名　等

9,020

必要人員

9,020 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

180.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

職員に対する法務研修を行う。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

8,673

180.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・紙ベースの例規集を120冊から60冊に減らし、加除のための手数と
廃棄される紙の量を減らした。
・例規の改正方法を改め文方式から新旧対照表方式に変更し、市民に
改正の内容が分かりやすくし、職員の改正にかける労力を軽減した。
・例規データベースの運用会社を見直し、大幅に運用費用を抑え、シ
ステムも使いやすいものに変更した。
・採用３年目までの職員対象に、法制執務の基礎研修を行った。

解決できていない課題

・職員に対する法務研修（法制執務・行政手続法関係）を行う。
・市民の意見（パブリックコメント）を取り入れる方法を検討する。
・例規の審査にかける労力の軽減等、事務の方法を検討する。

例規の審査にかける労力の軽減等、事務の方法を検討
する。

③

改善項目

市民の意見（パブリックコメント）を取り入れる方法
を検討する。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

414

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務監理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.70

8,673

0826
（42）5611

01 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総務一般管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている01

電話
岡本　充行

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

杉安　明彦

チェック

・職員の研修を行って、各部門で例規の原案を作成する能力
を高めたい。法務の立場からの視線で原案が作られなければ、
審査も隅々まで行き渡ったものにならない。

・平成21年度から例規データベースの運用会社を見直し、運
用費用を見直し前の半分以下に抑えることができた。また、運
用もこれまでよりも容易になり、改正した内容が即時反映で
き、最新の例規の状況になるようになった。
（平成21年度から5年間の長期継続契約。）
　※　過去の直接事業費
　　　　Ｈ19　12,057千円　　　　Ｈ20　13,534千円
　　　　Ｈ21　  2,388千円　　　　Ｈ22　  3,098千円
　　　　Ｈ23　  3,098千円　　　　Ｈ24　  3,098千円
書籍の例規集を半減させること

・市独自で作る例規で、特に市民に規制を与えたり、市民全般
に
影響があるようなものを作る場合には、市民のニーズや意見
等を調査する必要があると考えるので、検討の必要がある。
・市の政策を制度化する部門は、今後「政策自治体」を目指す
上では非常に重要であり、他の実施主体に事務を移すことは
不適切である。

・市独自で作る例規で、特に市民に規制を与えたり、市民全般
に
影響があるようなものを作る場合には、市民のニーズや意見
等を調査する必要があると考えるので、検討の必要がある。

×

○

款 02

国や県と重複のない事務事業である

01

180.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

414 総務部 総務課（法制執務事務事業）.xls
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円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

16

施　 策 総務事務管理事業

3,801

1,962

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,485

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

○

○

○

×

合計

○

○

○

○

○

0

毎年異なる統計が異なる対象に対
して行われており、数量表記は困
難

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,058

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

指定統計事業

3

24年度 25年度

国県補助金等

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

調査対象（個人・法人・事業所・団体等）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

実状を明らかにするため行う統計調査につき、統計の真実性を確保し、的確な行政施策の基礎資料を得るため円滑な調査を
実施する。

統計法第2条に規定する基幹統計として指定された統計調査の実施。
統計法に基づいて実施される統計調査で、集計された調査票は、「統計表」として公表され、様々な計画や施策の基礎資料
として自治体において利用されるとともに、民間企業や大学など幅広い分野で活用されている。

財源（千円）

直接事業費 国県補助金等4,507 4,440

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

0.45

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

－

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

一般財源等合計

105.00

25年度

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

－

実績値

計画値

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

81.00

合計

人

指　標　名　等

3,897

必要人員

5,859 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

8,992

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

統計調査員の確保が年々困難になっている。
常連の調査員は高齢化がすすんでいるので、新たな調査員の確保対策を
検討する必要がある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

465

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

統計調査費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.55

4,552

0826
（42）5611

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
藤井　伸樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

杉安　明彦

チェック

款 2

国や県と重複のない事務事業である

5

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

465 総務部 総務課（指定統計事業）.xls



～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

施　 策 総務事務管理事業
3

10,333

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

10,751

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

○

○

○

合計

×

○

○

○

○

○

○

○

0

出張回数：１０９回
旅費合計：１，３７６，６９０円

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 5,974

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

秘書事業

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

総務一般事務に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市長・副市長

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

市長・副市長が円滑に公務遂行できるよう日程管理を行う

●各種行事・会議等への出欠席などの日程調整、随行、運転手の手配　●全国市長会・広島県市長会へ加入及び各種事務
●市長交際費の支出及びＨＰでの公開事務　●市長の資産公開事務　●要望活動等市長名での出席要請　●特別職旅行命令
簿の作成及び旅費の支出・飛行機チケット・宿泊等の予約　●祝辞・挨拶文の作成　●来客対応（湯茶接待）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等6,867

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

出張回数：１３回
旅費合計：１２８，３２０円

年度

人

千円

12.00

1.25

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

103.77% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

一般財源等合計

258.00

25年度

106.00

1,241,490

－

10.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

110.00

副市長要望等出張回数
20.00

市長要望等出張回数

－

実績値

計画値

108.33%

－

11,286.27

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

225.00

合計

人

指　標　名　等

16,307

必要人員

16,307 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

69,000

5,307.69

13.00

10.00

100.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

17,618

100.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

昨年に引き続き、一部人材派遣により人的負担の軽減を行った。

解決できていない課題

現在職員が交代で対応している、市長・副市長の各種会議や行事へ参加
するための運転業務を、来年度より、段階的に導入される再雇用制度の
活用を検討する。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

467

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務監理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.35

17,618

0826
（42）5611

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総務一般管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
河野　幸恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

杉安　明彦

チェック

他市の状況については次のとおり（Ｈ24）
市名　　　　運転者　　　　安芸高田市を含めると、
広島市　　　職員対応　　　７市職員対応７市他の方法
尾道市　　　職員対応
呉市　　　　嘱託職員
福山市　　　技術員
三原市　　　臨時職員
三次市　　　労働者派遣
府中市　　　職員対応
庄原市　　　嘱託職員
大竹市　　　業務委託
竹原市　　　職員対応
東広島市　　職員対応
廿日市市　　業務委託
江田島市　　職員対応

×

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

100.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

467 総務部 総務課（秘書事業）.xls



月 ～
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チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

16

施　 策 総務事務管理事業

7,602

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,932

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

○

○

○

×

合計

○

○

○

○

○

○

○

×

○

○

○

0

書庫の整理は実施中であるが、全
て把握できていないため数量表記
することが困難

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

点

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
職員の運用状況

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,604

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

文書管理事業

3

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民・市職員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

公文書管理法では、公文書は国民の知的財産とされている。この公文書について、文書のﾗｲﾌｻｲｸﾙの管理・運用に務め、適
切なﾗｲﾌｻｲｸﾙんぼ普及を図る必要がある。

職員全員が文書管理の重要性について認識を深めるとともに、適切な運用が行えるようにする。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,700

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

0.90

単位当たりコスト①

－

－

96.00

計画値

実績値

－

－

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

162.00

25年度

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

書庫整理進歩率

－

実績値

計画値

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

162.00

合計

人

指　標　名　等

9,206

必要人員

9,206 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

－

90.00 94.00

85.00 90.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

委託事業者による職場点検の結果100.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

8,632

年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

毎年大量に発生する廃棄文書について、再生紙に活用できないかコスト
も含め廃棄方法を検討し、環境への配慮を推進していく必要がある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

559

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.85

8,632

0826
（42）5611

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
藤井　伸樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

杉安　明彦

チェック

○

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

559 総務部 総務課（文書管理事業）.xls



月 ～ 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

備考欄（留意事項）

×

×

　広島県自治総合研修センターが主催する研修は、専門的な研
修は除かれるものの、基礎的な研修についてはその分野が多岐
にわたり、毎年県内各市町の人事担当者による会議により、
日々変化する社会のニーズにも適応している。また、他の研修
に派遣する場合と比較し、１人あたりのコストが安価であるこ
とから、積極的に研修への参加を促した。
　なお、各研修参加に際し、原則公用車で乗合による参加を促
し、研修に係るコストの削減に努めた。

　「第３次安芸高田市職員定員適正化計画」の基本方針にある
ように、人口減に比例した職員の定数減が進む中、その推進方
策の１つとして社会情勢や行政需要の変化等に鋭敏に対応でき
る簡素で活力ある組織・機構の確立が挙げられている。
　その簡素で活力ある組織・機構の確立のためには、機構改革
はもちろんのこと、組織を担う職員１人ひとりの能力開発は必
要不可欠な要素である。
　そこで、「安芸高田市人材育成基本方針」に掲げられた目指
す職員像「市民とともに、安芸高田市を創り、未来を拓く職
員」を達成するために、各種研修を通じて能力を高め、もって
組織全体の能力の向上を図ることを目的とし、継続的に人材育
成を行っていく必要がある。

○

○

○

○

チェック

　地方公務員法第３９条により、職員に対し、勤務能率の発揮
及び増進のために研修の機会を与える必要があることから、各
種研修を企画し実施した。
　今年度においては、年度当初作成した計画に基づき研修を実
施するべきではあったが、計画より大幅に遅れて実施した研修
や、計画には盛り込んでいたものの実施できなかった研修も
あった。各研修業務一連の必要業務時間数と他の行事との兼合
いの見通しが甘かったことが主な原因であり、実施した研修の
参加率にもその影響が現れている。
　今後は、年間を通して職員の参加しやすい時期に配慮し研修
の実施日を設定するとともに、当初の計画を忠実に実行できる
よう、他の行事も考慮した研修計画を策定していく必要があ
る。

×

×

×

×

2

担当部課

作成者氏名

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1,850.00

杉安　明彦

総務管理費

総務部　総務課

款

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
藤内　北斗

市民のニーズを的確に把握している

1.00

10,483

0826
（42）5611

1

総務一般管理費

総務費

1

10,900 一般財源等

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

437

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

解決できていない課題

・今年度実施できなかった市町職員指導者養成研修及び中堅職員政策研
究受講者による政策課題発表会を、毎年継続して実施できるよう研修計
画に盛り込み確実に実施する。
・本市独自の研修満足度調査（研修アンケート）の様式を作成し、各職
場内研修終了時に職員からの意見を収集することで、今後のより良い研
修企画が行えるよう努める。

③

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・新規採用職員ＯＪＴノート（Ｈ23：新規採用職員及び職種転換者
対象に実施、Ｈ24：チューター同士の意見交換会実施）
・フォローアップ研修（Ｈ24：新任管理職等、新任係長級及び課長
補佐～専門員級の女性職員を対象に実施、Ｈ25：新任管理職、新任
係長級及び専門員～主任級の女性職員を対象に実施）

1,850.00

年度

年度

－

－

－

年度

研修参加者数/研修受講対象者
（接遇マナー、メンタルヘルス、多
文化共生、フォローアップ研修等）

年度

24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

参加対象者が固定していない特別
研修の参加者数

H22　6人
H23　9人
H24　9人
H25　10人

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した

48.00

43,062.17

62.00

9.00

85.00 60.00

－

－

－

316,850

2,854.50

12.00

516,746

指　標　名　等

10,789

必要人員

80.98 76.40

80.00 85.00

25年度

10.00

1,850.00

－ 133.33%

10.00

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

243.00

合計

人

11,128

81.62%

広島県自治総合研修セン
ター参加者数

140.00

階層別等研修参加者数

－

実績値

計画値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
派遣研修参加者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した人

千円

人

合計

191.00

25年度

2,048.00

－

136.00

130.00

○

58.69% －

－

－

6.00

10.00

－

111.00

140.00

計画値

実績値

6.00

5.06 3.23

6.00

26年度

85.00

研修参加者数/職員数
H24：2127/420
H25：1325/409

1,202.00

1.00

単位当たりコスト①

80.00

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

千円

H22　162人(一般85特別77)
H23　144人(一般56特別88)
H24　136人(一般74特別62)
H25　112人(一般63特別48)

年度

年度

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

・自治体職員としての基礎能力の向上や必要な専門的知識の習得を図り、業務遂行能力の向上を図る。
・職員としての使命感やモラル意識、責任感の醸成を図る。

・職位に応じた能力開発を行うための階層別研修のほか、基礎能力の向上や専門的知識の習得に必要な研修を全体研修の手
法により実施する。
・研修機関等に職員を派遣し、短期集中的に専門的知識・能力が習得できるよう派遣研修を実施する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,745 417

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

総務一般管理費

2,912

財源（千円）

施　 策 適正な人事・給与の管理
3

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　安芸高田市職員

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

 直接事業費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

人材育成事業

3

Ⅴ計画の推進

16

人件費

活
動
・
結
果
指
標

研修センター研修（特別研
修）参加者数

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

回

職員１人あたり研修受講回
数

指標化できない成果

計画値

実績値

階層別・職場研修参加率
（平均）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

直接事業費

財源（千円）

人件費

市民への情報提供を行っている

効
率
性

受益者負担

受益者負担を検証している

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

×

○

○

×

○

×

○

○

○

○

合計

×

0 成果指標について当初設定した計画値が達成できた

H25
接遇マナー向上研修（95人）
情報ｾｷｭﾘﾃｨ研修（237人）
多文化共生職員研修（137人）
フォローアップ研修（57人）
メンタルヘルス研修（184人）
その他（492人）

8,155

3.効率的な行財政運営

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

26 3

8,216

339

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

437 総務部 総務課（人材育成事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 適正な人事・給与の管理
1

26 3

8,216

20,053

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

8,155

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

×

×

○

○

×

0

異動者数/全職員数
（派遣職員を含み、新規及び退職
者を含まない）
Ｈ25　105/398

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

23.00 －
退職者数

単位 計画値 15.00

人 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

時間

単位

千円
時差出勤による効果額

指標化できない成果

計画値

実績値

職員一人当たりの年間時間
外勤務時間数（選挙・災害
等除く）

活
動
・
結
果
指
標

採用者数
単位

単位

％

単位

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

 直接事業費 84,110

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

職員人事管理事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

総務一般管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市職員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

職員の勤務労働条件の整備をはじめ、4月の定例異動、新規職員採用、また職員不足の部署には人材派遣を求めるなど、職
員個々の能力が十分に発揮され、その結果住民福祉が向上するよう、側面から職員の士気の高揚やモラルの向上、労働条件
の整備を図る。

定期人事異動の実施や、業務の繁閑に応じた臨時職員の雇用や人材派遣の受け入れ、また、職員の公務上の災害に対する補
償事務を行うことなどにより、組織の活性化や当該年度にける重点事業に対応した適材適所の人事配置を可能とし、市全体
の業務が円滑に行われるよう人事管理を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等84,202 22,798

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

非正規職員数/全職員数（正規職
員+非正規職員数）
Ｈ25年4月現在職員数
正規職員　計409人
非正規職員　計202人
（臨時54、非常勤147、派遣
１）

年度

5.00

人

千円

32.00

1.00

単位当たりコスト①

1,373,400

5.00

2,500.00

23.00

12.00

－

－

H24：延べ315件　758時間
Ｈ25：延べ317件　710時間

計画値

実績値

2,500.00

2,131.00 1,991.00

－

106.45% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等合計

191.00

25年度

24.80

－

30.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

26.40

全職員に対する非正規職員
の割合

30.00

全職員に対する異動率

－

実績値

計画値

103.44%

－

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

採用試験実施による最終合
格者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

243.00

合計

人

指　標　名　等

72,273

必要人員

92,326 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

33.10

30.00

30.00

－

67.20 63.30

70.00 66.00

－

13.00

124,854.55

11.00

24年度 25年度

－

11.00

166,530

8.00

15,139.09

100.00%

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

定員管理上の数値
再任用含む

定員管理上の数値

採用試験による最終合格者数
最終合格者1名に対するコスト

目標値
（目標年度）

年度

H24：24,388/363≒67.2
H25：22,096/349≒63.3

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

専門職育成のための研修計画の策定

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

92,357

30.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容
・時間外勤務の縮減は、毎月の進捗管理をはじめ、時差出勤制度の活用、振替の徹底
などにより全市的な取り組みを行った。
・人事評価制度構築に向け、全職員を対象とした試行に取り組むとともに、評価者の
評価目線を揃えるため、7月と11月に評価者研修を実施しスキルアップに努めた。
・メンタルタフネスな職員の確保の観点から、職員採用試験制度を教養重視から人物
重視の内容に変更した。
・年金と雇用の接続の観点から、再任用職員の雇用を反映した第3次職員定員適正化
計画を策定した。

解決できていない課題

・経験豊富な職員の退職により、専門的な知識を有する職員が減少する
とともに、その後継者育成が進んでいないこと。
・人事評価制度の構築には数年の期間を要すものと考えられる。試行を
繰り返す中で誰もが納得のできる、頑張った者が報われる制度構築を
行っていく必要がある。

③

改善項目

人事評価制度構築に向けた継続的な取り組み

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している
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事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.00

69,559

0826
（42）5611

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総務一般管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
佐々木　満朗

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

杉安　明彦

チェック

・職員数は計画値以上に削減しているものの、非正規職員の雇
用数は横ばいであり、総じて人件費抑制に繋がっていない。
・時間外勤務については、年度当初、数値目標を掲げ職員全体
で取り組んでおり、合併来、時間数、手当額とも減少してい
る。しかしながら、依然として類似団体と比較すると手当額は
多い状況にあり、更なる削減が求められる。
・メンタル不調を訴える職員が後を絶たないため、衛生管理事
業と連携し、市全体としての取り組みが求められる。
・人事評価制度構築に当たっては、昨年に引き続き、全職員を
対象とした試行を実施した。まだ2年目ということで職員の意
識にも差があり、目標設定にばらつきが見受けられた。今後も
継続して試行を実施するとともに、研修を通して職員意識の高
揚を図る必要がある。さらに、誰もが納得できる制度構築に努
める必要がある。

・教養重視から人物重視による採用試験の見直しを行い、
・時間外勤務の縮減については、年度当初に部署ごとの目標設
定を行うとともに毎月の進捗管理、さらには上半期の執行状況
を幹部会議置いて報告を行い、市全体及び各部署が設定した数
値目標が達成できるよう幹部職員に対し啓発を行った。

・社会環境の変化に伴い、住民ニーズも多様化する中、職員
個々の業務遂行能力の向上を図り、効率的で質の高い住民サー
ビスが提供できるよう総合的な人事管理運営が求められてい
る。
・人口減に伴い、職員数の削減を計画的に行う必要がある。ま
た、年金と雇用の接続により、平成26年度より再任用制度を
本格運用するため、再任用職員の採用を反映した第3次職員定
員適正化計画を策定した。
・限られた人員を適材適所の人員配置に努めるとともに、各事
務事業が円滑に行われるよう人事管理を行った。

・職員の人事管理については、市民の参画等は考えられないが
組織と各職員の事務分掌等必要な情報は広報紙等を通して広く
提供している。
・また、地方公務員法第58条及び安芸高田市人事行政の運営
等の状況の公表に関する条例第6条の規定に基づき、安芸高田
市の人事行政の運営等の状況の概要を市ホームページ及び広報
紙により公表している。

○

×

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

30.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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月 ～ 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

主要施策

当初予定した実施項目が達成できた

26 3

7,394

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目

職員互助会が事業主体となり、福
利厚生事業を実施した際の職員の
のべ参加者数

全職員数×職員参加者数/全参加者数

411人（Ｈ25職員数）×７0％（職員参加者

数/全参加者数のＨ25計画値）

7,339

3.効率的な行財政運営

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

市
民
参
画 市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

○

○

合計

×

×

0

×

×

○

○

×

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

直接事業費

財源（千円）

人件費

市民への情報提供を行っている

効
率
性

受益者負担

受益者負担を検証している

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

指　標　名

56.20 －

職員互助会主催事業への職
員割合

単位 計画値 75.00

％ 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

カフェテリアプラン利用者
数

指標化できない成果

計画値

実績値

健康づくり事業目標達成者
数

人件費

活
動
・
結
果
指
標

未受診者割合
単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

職員福利厚生事業

3

Ⅴ計画の推進

16

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市職員

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

 直接事業費

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

総務一般事務に要する経費

7,889

財源（千円）

施　 策 適正な人事・給与の管理
5

コスト（千円）

一般会計

地方公務員法第４２条に規定の「職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項」について各種の事業を実施し、職員の健
康の保持及び増進を図ることを目的とする。

地方公務員共済組合法に基づく共済組合の長期、短期及び福祉共済事業の実施や、１年に１回の事業主に求められている職
員健診の実施、さらに職員互助会主催の福利厚生事業の実施（会員と家族を対象にしたスポーツ観戦、会員を対象としたス
トレッチ教室）など、健康管理とともに働きやすい職場づくりを念頭に事業を実施した。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等7,852

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

全職員の受診を計画する。
Ｈ２１　461人
Ｈ２２　451人
Ｈ２３   432人
Ｈ２４   422人
Ｈ２５　４１１人

年度

年度

0.90

単位当たりコスト①

1.80

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

40.00

52.30

75.00

26年度

75.00

Ｈ２３まで設定していた指標の制度
がＨ２３で廃止となったため、Ｈ２
４より新たに設定

99.00

計画値

実績値

50.00

33.64 36.49

402.00

414.00

－

406.00

－

73.33% －

40.00

60.00

397.00

×

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した人

千円

人

千円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

事務事業の効果を適正に把握している

％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値

メタボリックシンドローム
（保健指導）対象者数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

－
健診受診者数

417.00

職員互助会主催事業への職
員参加者数

－

実績値

計画値 295.00 275.00

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

219.00

合計

人

15,283 合計

172.00

15,283

必要人員

73.00 54.63

70.00 75.00

25年度

63.00

288.00

62.00

48.00

81.36%

指　標　名　等

99.01%

25年度

135.00

2.892.64

59.00

2.00

－

24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

妊娠・病気等による未受診者がいる
ため、計画値は2.00とする。
未受診者／職員数×１００

職員参加者数／全参加者数

保健指導対象者の人数
Ｈ２２～Ｈ２３の実績を踏まえ、
先ずは職員の15％にすることを
目標とする。
（11月開始時点）

目標値
（目標年度）

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

完了した

Ｈ２３で計画値を達成できたの
で、更に推進を行う。

年度

年度

年度

－

年度

2.00

－

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する－

－

－

資源配分の方向性

予算（大事業）名

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・共済組合と共同で実施している特定保健指導について、対象者の
受診率の向上を目的とし、対象者のみならず、各所属長へも対象者
の受診に対し配慮していただけるよう通知した。

解決できていない課題

・職員互助会事業について、旅行に変わってスポーツ大会を実施したも
のの、参加職員の偏りを是正することは叶わず、代わりに参加者数の減
少を招く結果となった。そのため、幅広く多くの職員に参加していただ
けるよう事業内容の見直しが必要である。

杉安　明彦

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

440

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

0.90

15,191

0826
（42）5611

1

人事管理事業費

総務費

1

15,191 一般財源等

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
藤内　北斗

市民のニーズを的確に把握している

総務管理費

総務部　総務課

款 2

担当部課

作成者氏名

1

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

○

チェック

　昨年度から新たに設定したカフェテリアプラン利用者数につ
いては、昨年度と比較し利用者数が微増しているものの、計画
値達成には至らなかった。

×

×

×

○

○

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

備考欄（留意事項）

×

　職員一般定期健康診断事業は、これまでにも職員数の減少や
短期人間ドックの受診者数の増加に伴い、徐々に実施日数及び
会場数を減らしている。
　今年度においては、昨年度に引き続き、吉田会場一箇所のみ
で２日間の開催とした。

　地方公務員法第４２条及び労働安全衛生規則第４４条等によ
り、事業主には定期健康診断の実施が義務付けられているた
め、職員に対する健康診断は必ず実施しなければならないもの
である。
　また、職員互助会事業においては職員相互のコミュニケー
ションを図り、健全な職場環境を形成することに鑑み、今後も
継続する必要性がある。
　今年度においては参加者の偏りを是正するため、旅行に変
わってスポーツ大会を実施したが、思うような成果を得ること
ができなかったため、今年度の反省を踏まえて今後多くの職員
の参加が見込める事業を検討していく。

×

○

○

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

国や県と重複のない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

440 総務部 総務課（職員福利厚生事業）.xls



月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

・労働安全衛生法に基づき、事業主として取り組むべき事業である。

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

－

２

１

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

25年度

備考欄（留意事項）

国や県と重複のない事務事業である

○

○

杉安　明彦

チェック

・労働災害を防止し、快適な職場環境を形成するためには、当
該事業は必要不可欠であり、労働安全衛生法に基づき、継続的
に取り組む。

・労働災害を防止し、快適な職場環境を形成するためには、事
業主と労働組合との協力体制が不可欠であり、労使により構成
される衛生委員会を定期的に開催していく必要がある。
・年2回の職場巡視の実施により、本庁をはじめ保育所等にお
いて職場環境の改善や見直しが行われ、衛生委員会活動として
一定の成果が見られた。

○

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている１

電話
佐々木　満朗

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

総務費

総務管理費

総務一般管理費

効
率
性

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

受益者負担を検証している

コスト（千円） 財源（千円）

他の事務事業と統合できない事務事業である

事務事業の概要（Plan）

0826
（42）5611

１ 総務一般管理費

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

・職員の退職による不在となった有資格者を4名養成した。
・月に1度、専門のカウンセラーによるカウンセリングを実施し、メンタル
ヘルス対策に取り組んだ。（利用者延べ○名）
・長期療養者がスムーズに職場復帰ができるよう、主治医との連携を図っ
た。（○名）
・人事管理の側面から、新規採用者及び新任管理職員を対象にしたフォ
ローカウンセリングを実施した。

441

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

改善項目

①

②

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

資源配分の方向性

③

継続的かつ計画的にメンタルヘルスケアが行われるた
めの「心の健康づくり計画」の策定

H27 年度

年度

H27

100.00

年度

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

3,189

－

H27

解決できていない課題

・労働安全衛生法に基づく、月1回の衛生委員会の開催。
・職員のメンタルヘルスケアの具体的な方法等についての基本的な事項
を定めた「心の健康づくり計画」の策定。

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

26年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・産業医による職員健康相談（月
1回）を実施

目標値
（目標年度）

年度

衛生管理者及び衛生推進者の法定
設置率

24年度 25年度

0.00

3.00

0.00

#DIV/0!

0.00

－

－

100.00 100.00

100.00 100.00

－

0.00

－

－

－

合計

人

指　標　名　等

3,364

必要人員

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

61.00

0.00

コ ス ト

12.00

－

96.52%

8,345.00

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
公務・通勤災害申請件数

12.00

有資格者養成数

－

実績値

計画値

11.10

－

77,245

対　前　年　比

実績値

3,364 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

0.25

3,189合計

48.00

25年度

3.00

33,380

－

12.00

26年度

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

133.33% －

25,748.33

0.000.00

計画値

－

計画値

実績値

20.0010.00

38.90 40.58

20.00

－

－

20.00

100.00

ストレス簡易調査を年に２回実施。
その結果により、ストレス度を測
定。（H25数値は１回目に実施した

千円

H2711.50

0.25

単位当たりコスト①

単位

4.00

職員１人あたり年次有給休
暇取得日数

－

人

千円

12.00

年度

0一般財源等

人件費 受益者負担

一般財源等

受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

人

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市職員及び職場

労働災害を防止し、快適な職場環境をつくるために、労働安全衛生法に基づき衛生管理者等を選任し、職場環境の点検、労
働衛生教育等の職場の執務環境を整備する取り組みを行う。

内　　　容

国県補助金等

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

衛生管理事業

３

大事業

116

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

 直接事業費 1,310

人件費

24年度

対　前　年　比

コ ス ト

コスト コスト（千円）

調査審議機関として衛生委員会を、安全衛生管理組織として、衛生管理者、衛生推進者を選任し、年１回各職場の巡視を実施する等各々の立場
で職員又は職場の安全衛生管理を行っている。衛生管理者は市で２名、衛生推進者は常時10人以上50人未満の事業場で選任が必要。
また平成２１年度から産業医による月１回の健康相談、平成２２年度から月１回のメンタルヘルスカウンセラーの設置、年２回ストレス簡易調
査を実施するなどメンタルヘルス対策に取り組んでいる。

財源（千円）

 直接事業費

財源（千円）

直接事業費

人件費

コスト（千円）

計画値

実績値
有資格者設置率

活
動
・
結
果
指
標

職員健康相談に対する
延べ相談件数

単位

単位

人

単位

日

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

仕事上でのストレス要因を
持つ職員数

指標化できない成果

1,150 国県補助金等

受益者負担

国県補助金等

○

○

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

×

目標年度に目標を達成できそうである

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた ○

○

年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

0

・衛生推進者4名

今後の計画値
（計画年度）

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

指　標　名

単位 計画値

2,054

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,039

施　 策 適正な人事・給与の管理

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

3

総務部　総務課

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である妥
当
性

款

一般管理費

一般会計

市以外が実施主体になりえない事務事業である

担当部課

作成者氏名

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

441 総務部 総務課（衛生管理事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 適正な人事・給与の管理
2

10,980

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

10,353

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

○

合計

○

○

○

○

×

×

×

○

○

×

0

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 162

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

職員給与管理事業

3

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

総務一般事務に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

一般職・特別職・臨時職員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

労務の対価として給料・報酬・賃金等を支払う

一般職及び特別職の給与等は毎月20日、臨時職員の賃金等は毎月10日に支給。一般職等は当月支払い、臨時職員は翌月支
払いとしている。また、1年間の源泉所得税を年末調整で清算している。一般職の給与については、毎年総務省による給与
実態調査があり、この調査と併せて、勤務条件調査、定員管理、公務員制度などの調査も行われている。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等83 175

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

1.30

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

－

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

一般財源等合計

248.00

25年度

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

－

実績値

計画値

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

234.00

合計

人

指　標　名　等

11,142

必要人員

11,142 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

10,436

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容
・業務簡略化（H22年度：時間外勤務・休暇申請をシステム化、H23年度：昇給等
の辞令書・給与明細書のペーパーレス化を実施。）
・現給保障額について、平成24年1月からを現給保障額の支給率99.1に改定し、平
成24年4月から2分の1（10,000円上限）とした。（平成25年3月末で廃止）
・住居手当について、平成24年4月から新築・購入５年以内の住宅に対し支給して
いるものを、定住促進の観点から市内居住者のみを対象者とした。（平成25年3月
末で廃止）

解決できていない課題

業務の効率化・共有化を進めるために、給与制度の変遷について資料等をまとめ
る必要がある。
システム更新の時期であり、業務の効率化・共有化を進めていくための、システ
ム構築、マニュアルを作成する必要がある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

442

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.30

10,261

0826
（42）5611

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

一般職員人件費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
小野　哲司

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

杉安　明彦

チェック

職員の給与支給明細書をペーパーレス化を実施した。（H24年
度以降）

研修機関での職員研修を受講し、給与制度について職員の能力
向上を行なっている。

現在、給与システムを活用し支給事務を行っているが、基礎数
値の入力や変更数値の入力、さらには、支給回数の見直し（ほ
ぼ不可能）等により、単位コストは削減が可能。

また、システムの更新時期を控えているため、コスト面を含
め、効率的・効果的なシステムの構築を検討していかなければ
ならない。

給与及び報酬等の支給については、条例等に基づき適正に行っ
てきている。制度の見直しについては、人事院勧告をはじめ、
他団体との比較の中で、是正の必要な点については行ってきて
いる。今後とも制度内容を検証するとともに、運用の適正化を
図る。

市が実施主体として存することは必要不可欠であるが、支給に
関して計算・異動等の作業に関しては市以外が実施することも
可能である。

人事行政の運営等の状況の公表によりHPにより公表を行っている。

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

442 総務部 総務課（職員給与管理事業）.xls
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3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

集会施設管理事業（財産管理課分）
総務部　財産管理課担当部課

作成者氏名

一般会計

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3

コスト（千円）財源（千円） 財源（千円）

大事業

継続

国県補助金等

年度

4,595 4,404人件費

直接事業費国県補助金等41,062

単位 計画値

実績値

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

×

○

○

合計

×

○

中事業

26年度

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

○

専門性をもった人材を活用できている

×

直接事業費 29,275

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％

地域小規模集会所譲渡率(累
計）

指標化できない成果

計画値

実績値

基幹集会所指定管理移行率
(累計）

指　標　名

計画値

実績値

財産管理課が管理する基幹集会所30施設。無償譲渡する地域小規模集会所。市内の延床面積が概ね40㎡以上の集会施設。

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

平成 16

施　 策 財産の適正管理と有効活用
5

1

 直接事業費

25年度

財産管理費

財産管理に要する経費

総務費

総務監理費

款 2

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

箇所

単位

箇所

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

24年度

実績値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

33,870

－

地域小規模集会施設整備費
助成件数

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

0

・基幹集会所指定管理者制度移行施
設総数（財産管理課分）30施設
・コストは指定管理料
（12,738,000円）とした。
・指定管理者制度移行施設数（平成
25年度末）28施設。

人件費 受益者負担

年度

28.00

今後の計画値
（計画年度）

28.00

一般財源等合計

24.00

25年度

28.00

12,738,000

一般財源等

人

－90.32

78.49 91.39

96.77

－

100.00 無償譲渡施設数（85施設）/無償
譲渡対象施設数（93施設）×100

年度

93.33 93.33

93.33 93.33

－

26年度

－

100.00% －

443,285.71

－

－

518,750.00

4.00 －

－

－

93.33

24年度 25年度

0.55

26年度

千円

基幹集会所指定管理者制度
移行施設数（累計）

－

計画値

73.00

単位当たりコスト①

コ ス ト 12,412,000

計画値

時間外勤務手当 千円

24年度

－

28.00

90.00

対　前　年　比

件

地域小規模集会所無償譲渡
移行施設数(累計）

84.00

実績値

単位当たりコスト②

計画値

コ ス ト

計画値

2,075,000

－

○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

コスト

コ ス ト

49.00

合計

人

指　標　名　等

33,870

必要人員

85.00

116.44%

－

454,928.57

93.00

28.0028.00

9.00

9,524,000

1,058,222.22

225.00%

－

－

－

年度

－

－

年度

指定管理移行施設数（28施設）/
基幹集会所数（30施設）×100

93.33

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・地域小規模集会所無償譲渡対象
施設総数　93施設
・無償譲渡済施設数　85施設
（平成25年度末）

・平成25年度助成実績　9件。
・コストは平成25年度交付済の
地域小規模集会施設整備費補助金
額（9,524,000円）とした。

国や県と重複のない事務事業である

1

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・基幹集会所(財産管理課所管）30のうち、28施設について指定管
理に移行した。（達成率93.3％）
・地域小規模集会所譲渡対象施設93のうち、85施設について譲渡
を行った。（達成率91.3％）

解決できていない課題

・設置目的が基幹集会所に沿わない八千代基幹集落センター及び甲立基
幹集落センターについては、別途条例制定の検討が必要。

③

・指定管理委託料の増
・直営管理委託料の減

地域活動拠点施設費

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

基幹集会所への指定管理者制度導入を推進する。

資源配分の方向性

目標値
（目標年度） 予算（大事業）名

45,466

年度

×

×

×

○

○

－

0.55

45,466

受益者負担を検証している

効
率
性

○基幹集会所については、指定管理者制度を導入する。
○無償譲渡する地域小規模集会所については、集会所の譲渡を行う。
○まちづくりやコミュニティ活動の拠点となる集会施設の充実を図る。

○指定管理者制度未導入の基幹集会所7施設の内、吉田地域内の1基幹集会所、八千代地域内の2基幹集会所、甲田地域内の
2基幹集会所代表者等へ指定管理者制度説明等を行うとともに同制度導入の働きかけを行う。
○無償譲渡する地域小規模集会所については、直近の定例議会において議決を経るとともに譲渡手続きを行う。
○広報誌等を活用し、地域小規模集会所施設整備費補助金制度の周知を行うとともに予算の範囲内で補助金交付を行う。

完了した

縮小して継続する

有
効
性

×

－

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

×

改善項目

地元へ地域小規模集会所の無償譲渡推進を行う。

①

②

○

チェック

・地域住民の福祉の増進及び地域コミュニティの振興を行う拠
点施設を「基幹集会所」として位置づけ、まちづくりや地域コ
ミュニティなどの会議、活動等を積極的に実施する。基幹集会
所については、その設置目的等を勘案して地域振興会や地元等
の団体へ指定管理者制度導入を行う。

・基幹集会所以外の集会所を「小規模集会所」として位置づけ
るとともに、地域活動の基本となる集落等のコミュニティ活動
が行われている施設については利用実態のある地元へ無償譲渡
を進める。また、利用率の低い施設においては地元と協議の
上、廃止を行う。

・地元が管理する集会施設への施設整備を支援する。

○

○

備考欄（留意事項）

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

優先的に継続する

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

小笠原　義和

・基幹集会所を指定管理している団体から、活動内容を記載した各種広報誌などが発行され、情報発信されている。

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

・基幹集会所指定管理未導入の八千代基幹集落センター（延床
面積707㎡）は施設規模が大きく、地元の下根地域振興会のエ
リア内へは既に指定管理する基幹集会所が存在しているため地
域振興会や地元等団体への指定管理者制度導入にはそぐわな
い。。また、同じく未導入の甲立基幹集落センター（延床面積
527㎡）は、施設規模が大きく、館内の一部を児童クラブやシ
ルバー人材センターが利用しており、老朽化が著しいため指定
管理者制度導入にはそぐわない。

・集会所は地域活動を行うことを目的に設置した施設であり、
地域での利便性向上のため、概ね地域振興会を単位として利用
している基幹集会施設については指定管理者制度が有効であ
る。単一の行政区又は地域を限って利用される地域小規模集会
所については地元への譲渡が有効であるため、受入態勢の整っ
た施設から順次、指定管理への移行又は譲渡を行っている。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

事務事業名

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
内藤　道也

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5613

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

地域活動拠点施設費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

127

事務事業の評価（Check）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

127 総務部 財産管理課（集会施設管理事業(財産管理課分)）.xlsx
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5.00

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

公有財産事業
総務部　財産管理課担当部課

作成者氏名

一般会計

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3 平成

コスト（千円）財源（千円） 財源（千円）

大事業

27 3

国県補助金等

年度

6,516 11,850人件費

直接事業費国県補助金等10,986

安芸高田市公有財産取得処
分等委員会開催回数

単位 計画値 2.00

回 実績値

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

○

○

○

合計

○

中事業

26年度

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

専門性をもった人材を活用できている

○

○

直接事業費 42,784

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
普通財産活用率

指標化できない成果

計画値

実績値
売却進捗率

指　標　名

計画値

実績値

公有財産（行政財産・普通財産）。

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

平成 16

施　 策 財産の適正管理と有効活用
1

1

 直接事業費

25年度

財産管理費

財産管理に要する経費

総務費

総務管理費

款 2

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

活
動
・
結
果
指
標

売却のための公募回数
単位

単位

㎡

単位

㎡

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

24年度

実績値

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値

49,300

－

1,950,000

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

0

・平成24年度売却実績18件
824.37㎡　8,728,764円、人件費
の40％をコストとした。
・平成25年度売却実績15件
2,710.56㎡　13,661,226円、人
件費の40％をコストとした。

人件費 受益者負担

年度

－

H30

今後の計画値
（計画年度）

2,710.56

一般財源等合計

64.00

25年度

824.37

4,740,000

一般財源等

人

財務規則、普通財産貸付要領の改訂を実施した。また、法定外公共物処分価格洋評定要領を新規制定し
た。市が保有する全ての施設について設置・利用状況などの実態を調査し「安芸高田市公共施設現況分析
調書」としてまとめた。

－

32.90 31.60

－

－

－ （売却可能予定財産面積+貸付面積）
÷普通財産総面積（山林除く）

年度

9.32 16.33

21.06 26.33

－

26年度

－

328.80% －

3,153.92 －

4.00

2.00 2.00

2.00

－

－

－

31.59

24年度 25年度

0.78

26年度

千円

売却面積

－

計画値

177,297.36

単位当たりコスト①

コ ス ト 2,600,000

計画値

時間外勤務手当 千円

24年度

190,000.00

毎

－

19,000,000.00

対　前　年　比

貸付面積
19,000,000.00

実績値

単位当たりコスト②

計画値

コ ス ト

計画値

2.00

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

コスト

コ ス ト

69.00

合計

人

指　標　名　等

49,300

必要人員

3,555,000

19.5411.00

181,914.47

102.60%

－

1,748.72

19,000,000.00

－－

2.00

2.00 2.00

－

年度

－

－

毎

年度

売却可能財産の売却累計面積÷売却
可能予定財産総面積

52.65

・開催：4月、6月、8月、11
月、2月

2.00

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・実施：5月、7月

・平成24年度貸付実績106件
177,297.355㎡　7,711,647円、
人件費の30％をコストとした。
・平成25年度貸付実績114件
181,914.465㎡　8,038,733円、
人件費の30％をコストとした。

国や県と重複のない事務事業である

1

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・一般競争入札を複数回実施した。
・財産台帳管理システムの運用を開始入した。
・公有財産の積極的利活用を進めるために財務規則を改正し行政財
産の貸付手続きを定めた。
・再生可能エネルギー発電設備の設置を目的とした土地等の貸付け
に対応するため普通財産貸付要領を改訂した。

解決できていない課題

・財産台帳管理システムを導入し、現在把握している公有財産の精査を実施中で
あるが、システム不具合が生じて解決できていない状態である。
・上記システム稼働後、財産異動の把握漏れ等を防ぐため、各所管課へのマニュ
アル等の作成が必要。
・現在、台帳上で把握しきれていない市有地の調査等を行う必要がある。
・財産台帳管理システムを活用し、不要財産（売払可能財産・貸付財産）を再度
見直しする必要がある。（＝一般競争入札での売払いを強化）

③

H30

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

財産台帳管理システム稼働後、財産異動の把握漏れ等を防
ぐため、各所管課へのマニュアル等の作成及び説明会。

資源配分の方向性

目標値
（目標年度） 予算（大事業）名

22,836

毎 年度

○

○

×

○

○

－

1.48

22,836

受益者負担を検証している

効
率
性

・公有財産（行政財産・普通財産）の定量的把握により、権利・義務を明確化する。
・未利用の普通財産を貸付及び売却処分することにより、歳入の確保と維持管理経費の削減を図る。

・公有財産の定量的把握を行うため、財産台帳の整理。　・普通財産の貸付及び売却。　・普通財産の草刈等。　・公有財
産の土地面積9,463,976.73㎡（行政財産3,108,761.95㎡、普通財産6,355,214..78㎡）、建物延床面積
303,397.20㎡（行政財産295,114.46㎡、普通財産8,282.74㎡）【以上平成25年度末現在】。

完了した

縮小して継続する

有
効
性

×

○

2.00

－

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

×

改善項目

①

②

○

○

チェック

・管理をおこなうべき所管部署が未定となっている行政財産が
発生している。

備考欄（留意事項）

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

優先的に継続する

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

小笠原　義和

・市民及び議会へは、決算の資料として総括的な報告を行っ
た。
・不要財産処分のため、市広報誌及び市ホームページを活用し
情報提供を行った。

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

・市公有財産取得処分等委員会を計5回開催し、売払地選定及
び売払価格評定を行った。
・一般競争入札を2回実施した。
・成果指標の普通財産活用率が31.6％と低率である原因とし
ては、①売却可能財産の洗い出しが不十分、②把握しきれてい
ない無償貸付財産の存在、③行政目的で使用しているが区分を
普通財産としているものなどが原因で正確な数値を導き出せて
いないことが考えられる。よって、普通財産の使用実態等を調
査し、「行政財産」「普通財産」の区別や売却可能財産の精査
を行なう必要がある。
・歳入確保の観点から不用財産の売却、貸付は大変有効な事業
であり、売却・貸付ノウハウの習得も視野に引き続き情報収集
を図る必要がある。

・各所管課による財産異動の把握（報告）漏れが発生するが、
システムを導入することで漏れなどを防げる。
・財産台帳管理システムの導入にあわせた、公有財産の精査の
実施効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

×

×

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

事務事業名

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
岩田　真実

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5613

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

公有財産管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

443

事務事業の評価（Check）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

443 総務部 財産管理課（公有財産事業）.xlsx



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

事務事業名

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
岡野順治

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5613

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

庁舎管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

444

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

小笠原　義和

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

・本庁舎の１㎡当たりの庁舎光熱水費が削減できた。

・原油換算量の削減が図れ、また、電気料の燃料費調整額が増
加、お助けフォン関連の中継基地局が各支所に設置されたにも
関わらず、電気料を微増に抑えた。
・昨年に引き続き、庁舎排出の資源ごみ回収・販売を行なっ
て、きれいセンターへのゴミの排出量を減らして雑入を増やし
た。
・本庁第1庁舎湯沸室の給湯器をガス式から省エネ電気式に取
替工事を行い、光熱水費の低減を図った。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

○

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

×

改善項目

①

②

○

○

○

チェック

・改正省エネ法の報告・検証業務を委託して、４施設の施設台
帳の整備を行なった。
・H26から本庁・各支所間を内線化することにより電話料金の
減額を図るため、IP電話化する工事を行った。
・本庁舎の電話設備を再リースすることにより、リース料金の
低減を図った。
・各支所の消化器の更新を行った。

備考欄（留意事項）

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

優先的に継続する

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

96,712

年度

○

×

○

○

○

×

－

0.99

96,712

受益者負担を検証している

効
率
性

庁舎を管理していくために、恒常的に必要な業務を効率的・効果的に低コストで実施する。また、地球環境に配慮した対策
を行う。

庁舎の維持管理修繕、保守管理業務委託契約の締結、光熱水費の支出、電話設備リース契約、電話代、土地建物賃借（本庁
舎：7888.35㎡、八千代支所：3524㎡）、市役所駐車場

完了した

縮小して継続する

有
効
性

○

○

32,000.00

－

国や県と重複のない事務事業である

1

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・本庁舎・高宮支所排出の資源ごみの回収販売：収入91,391円
・本庁・各支所間を内線化するIP電話化する工事を行った。
・本庁第1庁舎湯沸室の給湯器をガス式から省エネ電気式に取替工
事を行った。

解決できていない課題

・高宮ハーモニー広場の散水用市水道を、高宮支所の使われなくなった
地下水タンクへ切り替えを行い、市水道、下水道料金の経費削減を図
る。
・IP電話化に伴う、電話料金の低減額の検証を行う。

③

省エネ法による中長期計画作成
業務委託料

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

引き続いての省エネ対策に伴う施設台帳の作成

資源配分の方向性

目標値
（目標年度） 予算（大事業）名

－

－

年度

本庁舎光熱水費22,823,520円/本庁
職員数312人〔本庁職員259、その
他職員53（前年度317）〕

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・庁舎電気・ガス・燃料代の総使
用量の省エネ法に基づく原油換算
量
・改正省エネ法の特定事業者に認
定されたため、原油換算１％の削
減を図る

庁舎の保守点検業務の契約数と契
約額

18.00

20,150,590

34,659.00

1,119,477.22

105.88%

18.00

32,000.00

－

年度

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

コスト

コ ス ト

99.00

合計

人

指　標　名　等

101,737

必要人員

36,809,474

87,110.6485,709.74

422.56

97.71%

－

596.42

480.00

11,412.3511,412.35

対　前　年　比

件

庁舎エネルギー使用量
（原油換算値：概数）

480.00

実績値

単位当たりコスト②

計画値

コ ス ト

計画値

32,000.00

21,189,798

18.00

1.12

26年度

千円

借地面積

－

計画値

432.45

単位当たりコスト①

コ ス ト 6,809,096

計画値

時間外勤務手当 千円

24年度

11,412.35

480.00

72,492.00 73,152.00

75,000.00 75,000.00

－

26年度

－

100.00% －

596.64

18.00

－

7,092.00

6,500.00 6,500.00

34,241.00

1,246,458.71

17.00 －

－

－

75,000.00

24年度 25年度

1,400.00

1,446.00 1,433.00

1,400.00

－

1,400.00 庁舎全体光熱水費代38,740,103
円/庁舎全体延べ面積27,034㎡

年度

・本庁舎・高宮支所排出の資源ごみの回収販売：収入91,391円

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

0

駐車場用地及び八千代倉庫用地

人件費 受益者負担

年度

今後の計画値
（計画年度）

11,412.35

一般財源等合計

43.00

25年度

11,412.35

6,806,596

一般財源等

人

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

活
動
・
結
果
指
標

電気料金
単位

単位

㎡

単位

Kl

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

24年度

実績値

千円 実績値

単位当たりコスト③

実績値

101,737

－

37,065,178

保守点検業務委託契約数

来庁者及び職員

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

平成 16

施　 策 財産の適正管理と有効活用
3

1

 直接事業費

25年度

財産管理費

財産に要する経費

総務費

総務管理費

款 2

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

円
１㎡当たりの庁舎光熱水費

指標化できない成果

計画値

実績値

職員一人当たりの本庁舎光
熱水費

指　標　名

計画値

実績値

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

○

○

合計

○

中事業

26年度

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

専門性をもった人材を活用できている

○

×

直接事業費 92,380

年度

9,357 7,927人件費

直接事業費国県補助金等88,785

電話料金
単位 計画値 6,500.00

千円 実績値 6,921.00

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

庁舎管理事業
総務部　財産管理課担当部課

作成者氏名

一般会計

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3 平成

コスト（千円）財源（千円） 財源（千円）

大事業

27 3

国県補助金等

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

444 総務部 財産管理課（庁舎管理事業）.xlsx



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

－

－

98.00

5.15

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 財産の適正管理と有効活用
4

27 3

3,927

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,804

31,867

50.00 50.00

県安全運転管理者講習の受講（年会費20,000円・講習受講料4,200円/人×9人）
Ｈ２６年度　マイクロバス運行事業廃止

98.00

43.00

31.00 31.00

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

31.00

％ 実績値

26年度

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 30,829

人件費

国県補助金等国県補助金等

○

○

○

合計 0

コストは、直接事業費
（31,867,102千円）/総車両台
数（96台）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

指　標　名

41.67 －

登録後10年以上経過した
車両の全体に占める割合

単位 計画値

市
民
参
画

○

○

×

○

○

×

×

○

○

○

○

公用車総車両台数
計画値

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

％

燃料使用量の削減率（対前
年比）

指標化できない成果

計画値

実績値

公用車1台あたりに対する
使用職員数

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

公用車管理事業

3 平成

24年度 25年度

財産管理費

財産管理経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

公用車を使用する者。
・市職員
・小中学校教職員
・委託先職員等（マイクロバス、スクールバス、給食センター、霊柩車、堆肥センター他）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

公用車の効率的な活用及び削減を推進し経費の削減を図る。

公用車の管理に伴う費用を削減するため、公用車の一元管理、総台数削減、軽自動車への更新を実施している。

財源（千円）

 直接事業費

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

99.00

H27

人

千円

0.47

一般財源等合計

26.00

平成25年燃料使用量74,213L/
平成24年燃料使用量83,524L

計画値

実績値

98.0098.00

97.50 88.85

－

94.12% －

302,249.64

計画値

－

コ ス ト

実績値

％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

受益者負担

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

25年度

102.00

31,867,102

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

30,829,463

96.00

－

－

331,948.98

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市民への情報提供を行っている

41.00

合計

人

指　標　名　等

34,756

必要人員

34,756 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

活
動
・
結
果
指
標

公用車総車両台数に係る軽
自動車の割合

単位

単位

台

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位当たりコスト①

－

－

100.00

50.00

－

－

－

4.12 5.24

5.15 5.15

－

53.00

24年度 25年度

55.20

登録10年以上経過した車両40台
/総車両台数96台

目標値
（目標年度）

年度

職員数（409名）/公用車一般車両台
数（78台）＊特殊・特種・乗合・ト
ラックを除く

5.15

年度

31.00

50.00

H27

36,671

100.00

H27 年度

H27 年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・廃車予定の公用車をヤフーオークションに出品し売却。
・老朽化した所有の所有車両を、燃費の良い軽自動車にリース更
新。
・各支所・各課の専用車両の予約状況をＩＰＫ予約に切り替え「見
える化」した。

解決できていない課題

・老朽化した車両が多くあり、修繕費もかかる事から、配置替え・新規
導入計画の策定が必要。
・地球温暖化防止を考慮し、軽自動車はもとより、ハイブリット車や電
気自動車への入替が必要。
・予約システムの見直しを行った成果が出ているか、各部にヒヤリング
を行う必要がある。

③

小笠原　義和
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

軽自動車数53台/公用車総台数
96台

総務管理費

総務部　財産管理課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

効
率
性

改善項目

低燃費車・低排出ガス車を優先導入。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

老朽化し、修繕費のかかる所有車両はリース車に更新
する。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

445

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ 安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.60

36,671

0826
（42）5613

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

一般車両管理費

会計名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
五島　裕子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

受益者負担を検証している

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

チェック

・10年以上経過し、老朽化の激しい車両には費用が多大に掛
かるので、優先的に廃車又は更新する必要がある。
・公用車1台当りの使用職員数を割り出し、削減に向けての指
標として取り組んでいる。
・支所・各課の車両の予約・稼働状況を把握し、見直す必要が
ある。
・ヤフーオークションに出品し、廃車公用車を12台売却し、
4,261,321円の雑収入を得た。
・公用車を効率的かつ有効利用するため、部・課の公用車予約
システムの見直しを行った。

・公用車の効率的活用と、経費の削減を図る。
・普通車は軽自動車に比べ維持管理費や燃料費がかかる事か
ら、コストを下げるために総台数の削減、及び軽自動車への更
新が必要である。
・燃料費が高騰している為（最高値169.05円）軽自動車や低
燃費車への更新が必要である。
・メンテナンスリース車を活用し、維持管理費等に係る費用を
削減している。

・支所5箇所の移動手段は、公共交通機関が発達していないた
め公用車がもっとも主要な移動手段であるため必要である。
・全体的に職員数が減少しているので、合理化を図っていく必
要がある。

×

×

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

99.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

445 総務部 財産管理課（公用車管理事業).xlsx



年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

事務事業名

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
内藤　道也

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5613

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

466

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

小笠原　義和

・財産区の活動目的は、財産の維持管理のみであるため、市民
参画の余地はない。

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

・議会開催回数については、吉田財産区、中馬財産区、船佐財
産区、来原財産区、川根財産区及び坂財産区において議員任期
満了による改選に伴う臨時議会を開催したため、計画地を上
回った。

・財産区所有の山林の一部は、保安林となっているため、伐採
後2年間内に植栽の義務が課せられる。しかし、立米当り材価
が低い傾向にあり、伐採による収入額より植栽を行うための支
出額（事業費）の方が高い傾向にある。よって立木を伐採して
歳入を増やすことがままならない状況である。

・坂財産区における分収造林事業では、昨年度に実施した分収
割合変更により、財産区において施業計画を立案する必要がな
くなったため造林事業に係る事務量が大幅に軽減された。

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

×

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

×

改善項目

①

②

○

○

チェック

・財産区は、地方自治法第1条の3に規定する特別地方公共団
体であり、その事務は同法第294条の規定によりその財産区の
ある市長が処理する建前になっている。

×

×

備考欄（留意事項）

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

優先的に継続する

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

9,147

年度

○

○

○

×

×

－

0.40

9,147

受益者負担を検証している

効
率
性

安芸高田市内の9の財産区（吉田財産区・中馬財産区・横田財産区・本郷財産区・北財産区・船佐財産区・来原財産区・川
根財産区・坂財産区）所有の財産を適正に管理・運営し、住民の福祉を増進させる。

安芸高田市内の9の財産区（吉田財産区・中馬財産区・横田財産区・本郷財産区・北財産区・船佐財産区・来原財産区・川
根財産区・坂財産区）所有の土地・山林等財産の管理。

完了した

縮小して継続する

有
効
性

○

×

国や県と重複のない事務事業である

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・坂財産区では、造林事業に係る事務量の軽減を目的に造林者4
割、財産区5割、施業者1割の分収割合へ変更した。

解決できていない課題

・市民への情報提供。
・現在の各財産区議会設置条例は、合併前の旧町の設置条例を新市にお
ける設置条例とみなして運用している。早期に新市における設置条例の
制定を広島県に促す必要がある。
・国土調査の成果による土地面積の変動が、財産総括表へ反映されてい
ない財産区が見つかったため、監督庁である広島県との調整が必要であ
る。

③

毎

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

目標値
（目標年度） 予算（大事業）名

年度

財産区議会出席者のべ数（120人）
÷財産区議会出席要請のべ数（134
人）

100.00

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

・コストは直接事業費
（5,944,608円）とする。

－

年度

－

－

－

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

コスト

コ ス ト

25.00

合計

人

指　標　名　等

7,260

必要人員

5,944,608

0.740.61

8,058,071.60

100.00%

－

336,929.25

－

9.009.00

対　前　年　比

全財産区財産の土地面積
－

実績値

単位当たりコスト②

計画値

コ ス ト

計画値

0.28

26年度

千円

全財産区議会開催回数

－

計画値

8,058,071.60

単位当たりコスト①

コ ス ト 4,128,182

計画値

時間外勤務手当 千円

24年度

9.00

－

76.72 89.55

100.00 100.00

－

26年度

－

145.45% －

375,289.27 －

－

－

－

100.00

24年度 25年度

－ 年度

横田財産区、本郷財産区、北財産区及び川根財産区において区有林現況確認を実施。坂財産区
において分収造林長伐期施業を実施。

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

0

・コストは各財産区議会費
（2,187,868円）＋人件費
（3,203,000円）とする。

人件費 受益者負担

年度

9.00

H27

今後の計画値
（計画年度）

16.00

一般財源等合計

17.00

25年度

11.00

5,390,868

一般財源等

人

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

㎡

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

24年度

実績値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

7,260

－

4,921,189

安芸高田市内の9の財産区（吉田財産区・中馬財産区・横田財産区・本郷財産区・北財産区・船佐財産区・来原財産区・川
根財産区・坂財産区）の区域内住民。

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

平成 16

施　 策 財産の適正管理と有効活用

 直接事業費

25年度

款

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
全財産区議会出席率

指　標　名

計画値

実績値

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

○

○

×

合計

中事業

26年度

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

専門性をもった人材を活用できている

×

直接事業費 4,921

年度

2,339 3,203人件費

直接事業費国県補助金等5,944

単位 計画値

実績値

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

財産区運営事業
総務部　財産管理課担当部課

作成者氏名

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3 平成

コスト（千円）財源（千円） 財源（千円）

大事業

継続

国県補助金等

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

・吉田財産区特別会計

・中馬財産区特別会計

・横田財産区特別会計

・本郷財産区特別会計

・北財産区特別会計

・船佐財産区特別会計

・来原財産区特別会計

・川根財産区特別会計

・坂財産区特別会計

466 総務部 財産管理課（財産区運営事業）.xlsx



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

－

－

98.00

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 事務機器等の適正管理
2

27 3

6.00 コストは、消耗品（751,905
円）+保守料（387,765円）+借
上料（154,861円）
/印刷機台数（7台）

H27

3,425

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,203

6,206

98.00

7.00

98.00

3,807.00

1,800.00 1,800.00

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

1,800.00

枚 実績値

26年度

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 8,056

人件費

国県補助金等国県補助金等

○

○

○

合計 0

コストは、消耗品（11,886円）
+印刷費（4,427,389円）+借上
料（383,031円）
/コピー機台数（13台）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

指　標　名

2,462.00 －

コピー機1台あたりのカ
ラー使用枚数

単位 計画値

市
民
参
画

○

○

×

○

○

×

×

○

×

○

○

コピー台数
計画値

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

維持管理費の削減率（対前
年比）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

事務機器管理事業

3 平成

24年度 25年度

財産管理費

財産管理経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

事務機器を使用する者。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

事務機器の効率的な活用を推進し、経費の削減を図る。

事務機器の管理に伴う費用を削減するため、現状を調査し、適切な配置（台数削減）計画を立てている。
契約方法・内容の見直しを実施している。

財源（千円）

 直接事業費

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

13.00

H27

人

千円

0.41

一般財源等合計

17.00

計画値

実績値

－

100.00% －

494,852.08

計画値

－

1,544,216

コ ス ト

印刷機台数
実績値

％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

受益者負担

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

25年度

13.00

4,822,306

100.00%

6.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

6,433,077

13.00

6.00

100.00%

100.00%

－

370,946.62

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市民への情報提供を行っている

36.00

合計

人

指　標　名　等

11,481

必要人員

11,481 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

活
動
・
結
果
指
標

印刷費の削減（電子媒体に
よる周知体制の確率・印刷
機の使用推進）（対前年

単位

単位

台

単位

台

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位当たりコスト①

－

－

1,294,530

184,932.86220,602.29

7.00

6.00

13.00

98.00

－

－

－

113.66 77.04

98.00 98.00

－

116.21

24年度 25年度

80.62

目標値
（目標年度）

年度

平成25年度直接事業費（6,206千
円）/平成24年度直接事業費
（8,056千円）

98.00

年度

98.00

H27

9,409

13.00

年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・新規導入予定事務機器を集約し、一括入札することにより1台当
たりのリース料、コピー単価を安く抑える。（Ｈ25印刷機3台コ
ピー機17台）
・支所の高額なリース料の事務機器を更新し、1/10のリース料に
抑えた
・パソコンからの印刷設定をモノクロに設定する様周知し、無駄な
カラープリントを抑制した。

解決できていない課題

・カラーコピーの使用抑制の徹底。
・各課・各支所の事務機器の使用状況の把握。
・支所の事務機器の適正配置（広幅コピー機）

③

小笠原　義和
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

平成25年度印刷費（4,427千円）/
平成24年度印刷費（5,491千円）

総務管理費

総務部　財産管理課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

効
率
性

改善項目

輪転機の使用を促進し、カラーコピーの抑制等を行
い、印刷代の削減の取り組みを行う。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

機器使用状況を把握し、共有化・配置替え・廃止を行
う。

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

435

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ 安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.40

9,409

0826
（42）5613

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

用度管理費

会計名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
五島　裕子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

受益者負担を検証している

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

チェック

・本庁・各支所に設置ししている事務機器の契約内容の調査を
し、それに係る経費と利用状況を見て、不要な契約は非更新と
する必要がある。
・不要な新規導入は控え、共有や配置替えを行うとともに、新
規導入の際には、財産管理課で取りまとめて入札を行う事によ
りコストの削減を図る。
・カラーコピーの必要性を再検討するとともに、コピー枚数を
調査し、必要最低限の使用とするよう徹底する。
・カラーコピー枚数（1,345枚）の減

・本庁、支所ともに職員数・事務量の変化を考え、適正な機器
の配置を行うとともに、1枚当たりのコピー料金の見直しが必
要である。
・毎年多量に出る印刷物の調査を行い、コピー枚数が異常に多
い時は原因を調査する必要がある。
・多量の印刷物は輪転機を使用することで経費削減を図るとと
もに、迅速に印刷物が出来るようにする。

・会議資料等、情報の伝達方法として、現在そのほとんどを紙
媒体に頼っている為、印刷枚数も多く、コピー機・輪転機とも
に必要である。
・本庁、支所の職員や事務量の変化に応じて、機種・台数等を
定めた設置計画が必要である。

×

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

13.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

435 総務部 財産管理課（事務機器管理事業）.xlsx



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック

・消耗品一括管理を支所にまで広げ、支所職員の消耗品購入事
務量の削減を行った。
・ペンや糊などの消耗品については、詰替え可能な物を使用す
ることを徹底した。

・消耗品一括管理により経費削減が図られた。
・事業の事務・工事雑費を共有することで、補助事業を持たな
い課員も必要な消耗品を利用できる。
・用紙・封筒の利用が多く、職員のコスト意識を高める必要が
ある。

・共同消耗品の一元管理により、各部署で似通った消耗品を購
入するなどの不要経費の削減が図られている。
・補助対象事業費の効率的活用が図られた。
・購入方法については、市内業者を利用しており、現在のやり
方で適正である。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

90,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

0.45

5,573

0826
（42）5613

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

用度管理費

会計名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている5

電話
五島　裕子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

受益者負担を検証している

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

436

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ 安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

改善項目

1物品1品目として統一（種類を減らす）

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

封筒・用紙の使用マニュアルの作成

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

総務管理費

総務部　財産管理課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

効
率
性

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

5,573

90,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・消耗品購入の際には、その都度入札を行う事により、安価に購入
した。
・詰替え可能な消耗品を発注し、職員に本体の再利用を促した

解決できていない課題

・封筒・用紙使用の更なる抑制。
・共同消耗品をグリーン購入法やエコマーク・リサイクル商品等の環境
に優しいものに特定する。

③

小笠原　義和
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

私製封筒長3、長3返信用、角2、
角0、角0保存袋（払出簿より）

目標値
（目標年度）

年度

私製封筒使用枚数（191,125枚）/
年度末住民基本台帳（30,255人）

年度

6.90 6.32

7.00 7.00

－

13.00

24年度 25年度

13.00

－

－

1,965,615

0.500.51

3,970,000.00

4,000,000.00

90,000.00

13.00

－

－

－

－

43.00

合計

人

指　標　名　等

5,375

必要人員

5,375 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

活
動
・
結
果
指
標

一括管理購入品目
単位

単位

枚

単位

枚

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位当たりコスト①

25年度

40,000.00

178,290

－

4,000,000.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

76,860

60,000.00

4,000,000.00

－

82.28%

－

2.97

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市民への情報提供を行っている

－

150.00% －

1.92

計画値

－

2,470,400

コ ス ト

A4コピー用紙購入枚数
実績値

品目 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

A4コピー用紙購入コスト
1,965,615円/職員総数409人

計画値

実績値

8,000.00

7,793.00 4,805.90

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度H27

人

千円

0.49

一般財源等合計

19.00

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

消耗品管理事業

3 平成

24年度 25年度

財産管理費

財産管理に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

職員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

・一括により安価で購入し、不必要な購入をしないことにより消耗品購入費を抑制。
・共用消耗品の一括管理により各職員の事務軽減を図る。
・一箇所での管理により執務室内の美化を推進。
・職員のコスト意識の改革。

各課で購入管理していた消耗品を予算の集約化を図り、一括購入・管理を実施する。

財源（千円）

 直接事業費

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

枚

単位

円

職員一人当たりのA4用紙
購入額

指標化できない成果

計画値

実績値

住民一人当たりの私製封筒
使用枚数

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

合計 0

広告掲載封筒導入により
長3・70,000枚
角2・40,000枚の削減
（Ｈ25年度封筒印刷枚数）
長３　40,000枚
角２　20,000枚

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

直接事業費

財源（千円）

人件費

市
民
参
画

受益者負担

有
効
性

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

220,000.00

枚 実績値

26年度

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,281

人件費

国県補助金等国県補助金等

4,094

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,603

1,970

13.00

4,825,000.00

13.00

8,000.00

211,685.00

220,000.00 220,000.00

財源（千円）

指　標　名

191,125.00

－

－

8,000.00

7.00

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.効率的な行財政運営

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 事務機器等の適正管理
2

27 3

H27

－
私製封筒使用枚数

単位 計画値

長3・角2私製封筒購入枚
数

計画値

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

436 総務部 財産管理課（消耗品管理事業）.xlsx


